














































１） 内川 [1981], p. 4．


























３） 江村 [1965], p. 7．
４） 高松 [1970], p. 197．
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７） 高松 [1965], p. 95．




























９） 内川 [1981], p. 8．




























１１） 内川 [1986], pp. 68-69．


























１３） 阪本 [1985], p. 9．



























１５） 江村 [1965], p. 8．
１６） 高松 [1965], p. 94．




























１８） 阪本 [1984], p. 4．



























２０） 番場 [1984], p. 3．
２１） 番場 [1984], p. 5．
２２） 阪本 [1984], p. 3．



























２４） 番場 [1983], p. 4．



























































２７） 辻山 [2003], p. 41．
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を明らかにできるのではないかと考察を進めてきた。
減損会計は，決算期末に資産について，取得時における投資額を超える
収益が回収できないであろうという事実が発生していることに基づき，こ
れを当期の損失として計上するものである。減損損失を計上するまでに減
損の兆候・認識・測定というように段階を踏み，認識の段階で確率基準を
適用し，その損失の発生の可能性は高いものとなっている。
減価償却費として計上される当期配分額が確定的な金額であるのか，そ
れとも不確定な金額であるのかについての見解にも相異が見られたが，減
損損失の算定には，減価償却費と同様に，この２つの要素が含まれている
ものと考えられる。つまり，減損損失は取得時における投資額，つまり取
得原価と将来に向けての収益性との差額により算出されるのである。この
取得時における投資額である取得原価は確定的な金額であり，また，将来
に向けての収益性は将来キャッシュ・フローの割引現在価値であるため多
分に見積りの要素を含んでいる。そのため，不確定な金額であると言える
であろう。したがって，減損損失はどちらの見解をも含むのである。
今後の課題として，減損処理に対する引当金処理の援用を考えるならば，
引当金の設定おける債務の存在についてや，設定した引当金を資産から控
除するか否かについてさらなる研究が必要である。
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